
 

 

点検結果表（規制の事前評価） 

政策の名称 下水道法施行令の一部を改正する政令案 府省名 国土交通省 

根拠となる法令 
□法律      ■政令     □府省令     □告示     □その他 

下水道法施行令 

規制の区分 ■新設等              □緩和               □廃止 

 

点検項目 評価の実施状況 課題 

規制の目的、内容
及び必要性 

■説明あり □説明なし  

費
用
の
分
析 

遵守費用 □金銭価値化 □定量化 ■定性的記述 □負担なし □分析なし  

行政費用 □金銭価値化 □定量化 ■定性的記述 □負担なし □分析なし  

その他の 
社会的費用 

□金銭価値化 □定量化 □定性的記述 ■負担なし □分析なし  

便益の分析 □金銭価値化 □定量化 ■定性的記述 □分析なし  

費用と便益の 
関係の分析 

□費用便益分析 □費用効果分析 □費用分析 ■定性的な分析 □分析なし  

代
替
案 

代替案の設定 □設定あり ■想定される代替案なし □設定なし  

代替案との 
比較 

□費用・便益で比較 □費用で比較 □便益で比較 ■比較なし  

レビューを行う 
時期又は条件 

■設定あり □設定なし  

【課題の説明】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

【点検結果表の別紙】 

 

≪規制の影響が及ぶ範囲に係る参考情報≫ 
○ 当省の照会 
  本件規制の対象数である特定事業場数が分かれば、御教示下さい。 
 
○ 国土交通省の説明 
  本件規制の対象数である特定事業場数について網羅的に把握していないが、特定化学物質の環境への排
出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（平成十一年七月十三日法律第八十六号）に基づく事業
者の届出の集計結果（平成 22年度集計結果（平成 24年3月 13日経済産業省公表））によると、1,4-ジオ
キサンの排出及び移動をしている事業者は、全国で 98である。 


